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要約

1995年兵庫県南部地震で被害調査を行った鉄筋コンクリー ト造学校建築について、耐震診断基準にしたがって構造耐震

指標を算出した。調査対象約 700棟 のうち、105棟 について耐震 1次診断を、75棟について耐震 2次診断を行い、構造

耐震指標と被災度判定基準による損傷害1合による被災度を比較した。構造物耐震指標が大きいと被災度は小さ
い傾向が

あり、耐震性能を評価する指標として概ね妥当であることが検証された。構造耐震指標が o4以下では多くの建物が大

破となり、04～06では中破程度、o6程度以上の建物での被害はほぼ小破以下の被害にとどまった。ただし、構造耐震

指標が 06よ り大きい建物でも強度指標が比較的低 く靭性指標が大きい建物では被害の程度が大きい場合もあった。

SUMMARY

Scismic performancc indices wcre evaluated for reinforccd concrctc school buildings, damages of which wcrc obscrved after 1995

Hyogo― kcn Nanbu Eartllquakc The mcthod of evaluation was based on "Standards for scismic pcrformance evaluation of cxisting

rcint‐ orced concretc buildings.‖ Thc irst scismic pcrformancc indices(Isl)WerC Calculatcd for a total of 105 bundingS Out of 700

survcycd.Thc sccond scismic Performancc indiccs(IS2)werc CValuated for 74 bundingS Out of 105.A fair corrclalon was ObServcd

betv/een thc calculated pcrformancc indiccs and thc damage indiccs 市lost of thc buildings,Is2 valucs of which wcre less than O.4,

、vcrc llCarly conapSCd or scvcrcly damagcd The buildings with ls2 of O.4 through 0 6 wcrc modcratcly damagcd or FnOre.市 10St、
vith

ls2 1lighcr than 0 6 suffcred minor or lcss damages, cxcCpt fOr scveral buildings which、 vcrc classificd into ncar collapsc, bccause

tllcy attained largc displaccmcnt due to rclativcly lo、 v strcngtll although they had adcquatc defOrmation capacity.

1 はじめに
日本 7・■築学会では、兵庫県南部地震により被害を受け

た鉄筋コンクリート造公立学校建物約 700棟について被

害調査 1)を行った。これらの調査建物で、構造図面の提供

を受けた校舎について、耐震診断 (1次診断 105棟 、耐

震 2次診断 74棟 )を行い、構造耐震指標 Is値 と被災度の

関係について検討を行なった。耐震診断の対象とした建

物の被災度は、倒壊 10棟 、大破 17棟、中破 40棟、小破

12棟 、軽微・無被害 27棟である。公立学校 700棟の被災

度は、倒lrn 15棟 、大破 30棟、中破 126棟である。診断
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対象は、彼害調査した建物から調査者の判断で任意に選

択したものであるが、調査全数に対して被災度の大きな

建物の害」合が大きい。したがって、この地域の全建物を

対象にした場合の分布に比べると、耐震性能が低い建物

の割合が多いものと推定される。

2.耐震診断の方法     =
耐震診断は、(財)日本建築防災協会『既存鉄筋コンクリ

ート造建築物の而i震診断基準 同解説』(199o)め により

1次診断および 2次診断を行った。

日本建築学会近畿支部材料施工部会によるコアコンク

リートの圧縮試験の調査結果 ∋によ4・lば、診断の対象とな

つた 15棟、59箇所から380本の供試体を抽出して行われ

ている。全調査箇所の平均値の単純平均は 252kg″ cm2、

平均値が設計基準強度を下回るのは 59箇所中 8箇所で

あった。設計基準強度 は 1972年 に 180kg″ cn12か ら

21 0kgν cn12が変更され、以降 21 0kg″ cmOが用いられてい

る。このためだけでなく概ね新しい年代ほどコンクリー

ト強度は高い傾向にある。耐震診断では、コアコンクリ

ートの試験結果による圧縮強度の平均値は概ね設計基準

強度を上回っていると判断し、設計基準強度を用いた。

鋼材の降伏強度は丸鋼では 3000kg″ cm2、 異形鉄筋は (規

格降伏点 +500kg″cm2)を用い、経年指標 Tは 1次診断
では建物年数のみを考慮し、 2次診断では一律に 1.oと し
た。また、建物単位重量は、設計図書等に記されている

場合はその値を用い、それ以外は 12ノm2と仮定した。

耐震指標 Is値 は、最も被災度が大きい階の数値で極短

柱あるいは極脆性柱を無視した値、すなわち、第 2種構

造要素はないものと仮定して算定した値を検討に用いた。

なお、極短柱あるいは極脆性柱が第 2種構造要素となる

場合は、一部の建物で診断値は低い値となるが、このよ

うに低い値で検討しても、被災度との関係に関する結論

は、大局的には変わらない。

3.第 1次耐震診断
1次診断による桁行方向の構造耐震指標 (Isl)と 被災

度判定基準 4)に もとづく被災度区分判定)による構造躯体

の損傷割合 Dの関係を図 1 に示す。被災度区分判定では、

D≦ 5が軽微、D=5～ 10が小破、D=10～ 50が中破、D
≧50が大破 (または倒壊)と判定される。一方、同図で

は、同じ被災度を過去の地震被害調査 5)の ように調査者

の判定により総合的、大局的に判断して、倒壊 。大破 (部

分崩壊、部分大破を含む)・ 中破・小破・軽微 (無被害を

含む)に分類して、記号により区別して示してある。こ

の被災度区分は、損傷割合 Dに よって区分される分類と
傾向は一致しているが、ずれが生じているものもある。

例えば、D≦ 10の大多数は軽微、D=10～ 20の半数程度

が小破、また、D=20～30の一部も小破とされており、
したがつて、D値による区分判定を「D≦ 10を軽微、D=
10～ 20を 小破、D=20～ 50を中破とする」とすればほぼ調

査者の判定と一致する。

図 1に示した構造耐震指標 Islと損傷割合 Dとの関係
によると、被災度区分判定による被災度が倒壊 。大破の

建物はほぼ Isl値 が o.4以下であり、0.4～08では中破以
下、o.8を 上回れば、小破に近い中破が 1棟あるのみで他

は軽微である。Islが o4以下の範囲にも小破以下の建物
が分布しばらつきがあるものの、 1次診断による Is値 に

より被災度の上限を評価することができる。すなわち、

構造耐震指標は、耐震診断基準 1)に 示される耐震判定基

本指標 Es=0.8以上であれば兵庫県南部地震に対しても確

実に小破以下の被害に留まった、といえる。また、Es=0.5程

度以上であれば、小破に近い中破以下の被害に留まった、

ともよみとることができる。

以上の結果は、強度指標がある程度以上であれば、被

害の程度は大きくならなかった、という重要な傾向を示

している。また、 1次診断の耐震判定基本指標 o.8は、今
回の地震動に対してもやや大き目の設定であり、むしろ、

(調査者の判断を
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図 1構造耐震指標値 (1次診断、桁行方向)と損傷割合の関係
Fig l  The rilst sclceni1lg scismic pclfornnance indices alld dalllagc indices
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2次設計の構造特性係数の上限 (耐震壁がせん断破壊の

場合の必要保有水平耐力、Ds=055)程度に対応させるこ

とが考えられる。通常 1次診断の耐震判定指標 o.8を両方

向で上回るのは希であり、ほとんどの建物で 2次診断ま

で実施することが必要とされる。今後、多数の建物を対

象にして、耐震診断を組織的に行う場合、簡単な判定と

して、 1次診断の耐震判定指標が o8程度を下回る場合で
も、構造耐震指標 Islを積極的に活用し、 2次診断対象の

優先度を決定する、あるいは、場合によっては 1次診断

で終了する、等の方法が実務的に有効であろう。

しか し、張間方向の構

造耐震指標は十分に高い

建物が多 く、特に震度 7

地域で、南北方向の地震

動に対 して構造耐震指標

と被害の関係は十分に把

握されてはいない可能性

がある。震度 7の激震地

域にあったいくつかの校

舎では、強度指標が o.6程

度以上でも南北方向にや

や大きな被害が生 じてお

り (例 えば、本山第二小

学校本館 (Isl=o74、 一部

大破、ただし、施工不良、

老朽化 も被害の一因であ

る可能性がある)、 本山中

学校東棟 (Isl=o.63、 大

破 ))、 今回の南北方向の

地震動に対 しては、強度

が十分ではないことを示

唆している。また、神戸地区より主

要な地震動の向きが東西方向に傾い

たと思われる西宮地区では、苦楽園

小学校 (Isl‐ o47、 中破、D=343)、

県立西宮高校 E棟 (Isl=o.41、 大破 )、

香櫨園小学校特別教室棟 (Isl=o.42、

大破)な ど、桁行き方向で、ある程
度強度があってもかなり大きな被害

が生じている例もある。したがって、

強度指標がある程度以上あれば被害

が小さい、すなわち、図 1の 関係が

被害の上限をあらわす、という関係

は、震度 7の南北方向の地震動に対

して十分検証されたわけではないこ

とに注意する必要がある。

4.第 2次耐震診断
第 2次診断法による桁行方向の構

造耐震指標 Is2と建設年との関係を

図 2に示す。1971年以前の建物では

大多数が o6以下、さらにこれらの約半数が o4以下であ
る。1972年から 1981年 までの建物では、半数以上の建物

で 06以上になっているが、一部 o6以下、さらに o4以
下にも分布している。これに対して、1981年 (新耐震 )

以降の建物は全て o.6以上となっている。

同じ建物の桁行き方向と張間方向の構造耐震指標 (Is2)

の関係を図 3に示した。学校建築の場合、張間方向の構

造耐震指標は、ほぼ確実に桁行き方向の指標を上回る。

張間方向の指標が比較的低い場合 (ただし、o6～ 1.0程度 )、

大破・倒壊となった建物が多い傾向があるが、指標が高い

(調査者の判断を
含む被災度 )

（い
ヽ
導

』ヽ封
ヽ
し
ヽ
Ｎ
漸
翠
望

0

1950 1970      1980      1990      2000

建設年

2010

図 2構 造耐震指標値 (2次診断、桁行方向)と建設年の関係
Fig.2  Construction agc vs thc sccond scisnlic pcrformancc indiccs in longitudinal dircction
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図 3張 間方 向 と桁 行 方 向 の構 造耐 震指 標 値 (2次診 断 )の 関係
Fig 3  Thc sccond scislllic pcrformancc indiccs i11 longitudillal dilcction

vs thosc in transverse dircctlon
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建物でも被害が大きい場合があり、張間方向の耐震性能

と被害の関係は明瞭でない。

2次診断による桁行方向の構造耐震指標 (ls2、 以下 Is

値という)と被災度判定法による損傷割合 Dの関係を図
4に示す。図中では、第 1次診断法の場合と同様に、調

査者の総合判定による被災度区 分を記号で分類して示し

た。Isが 04以下のほとんどの建物に大破に近い中破 (D>30

程度)以上の深刻な被害が生じており、半数程度は倒壊
あるいは大破した。特に、Is値が o.3以下の建物はほとん

どが倒壊または大破した。Is値が o.4～ 06の範囲では、
中破の建物の害」合が多くなるが、小破以下に留まった建

物は少なく、ほとんどで中破以上の被害が生じている。 Is

値が 0.6を 上回れば小破に近い中破 (Dく30)以下の被害
に留まる場合が多い。

しかしながら、Is値が o.6を上回るにもかかわらず、倒

壊あるいは大破の被害 (D>50)を 受けた建物が数例あっ
た。具体的には、上ヶ原中学校中校舎、県立西宮高校 c
棟・ D棟・ E棟、および西宮北高校本館・北館、の 6棟
であるが、これらはいずれも西宮市北部地域にある 1972

年以降に建設された 4階建ての校舎である。この地域で
は主要な地震動方向 (断層直交成分)が校舎の桁行方向
に近い向きになったと推定される。また、今回の地震動

の性質 (応答増幅率)は、階数が高い学校建築 (4階 、
5階)ほ ど不利に作用したと考えられる。
上ヶ原中学校中校舎 (Is=o68)は 、せん断補強筋は密

に配筋されているが、柱に付着割裂破壊及びせん断破壊

が生じて大破した。 1階で 1/50(2%rad.)程 度の残留変
形が測定されており、応答変形はこれを大幅に上回るも

のであったと推定されるので、付着害」裂trx壊 はしたもの

の相応の塑性変形能力を発揮 したものと判断される。靭

性指標および建物の Is値 を高めに評価している可能性も

考えられるが、過去の被害では比較的少ない応答変形が

過大な建物の被災度をどのように判定するかも問題であ

ろう。柱の付着割裂破壊及び曲げ破壊は、過去の地震被

害はもとより今回の地震被害においても比較的目立たな

かった被害形式であり、ls値 と被災度の関係は、柱のせ

ん断破壊による典型的な被害例の場合とは対応しないこ

とがあると考えられる。この建物では、柱の終局強度の

計算値は梁降伏メカニズム時の応力をかなり上回るが、

実際には梁にはほとんど被害がみられなかった。 3階、

4階の廊下と教室間の間仕切り壁 (桁行方向)によって、

下層階、特に 1階に変形が集中したことも被害を大きく

した原因であると推定される。

県立西宮高 c棟 (Is‐ 1.20)・ D棟 (ls=1.22)。 E棟
(Is=085)の 3棟の建物では、柱は腰壁のない長柱で帯
筋も十分に配筋されている。これらの柱は、柱頭・柱脚

に曲げ降伏ヒンジが形成され、1/1oOを 上回る残留変形角

(県立西宮高校 E棟では 40%rad、 D棟では 14%rad程
度)が生じたため、被災度区分判定における損傷度Vと
判定された。したがって被災度も倒壊あるいは大破に区

分された。

今回の学校建築の調査では残留変形角 1/1oo rad程 度

以上の部材は一律に損傷度 Vと定義したため、曲げ破壊
や付着破壊の場合は、従来の判定法より損傷度を過大に

評価する結果になった。これらの被害例では、十分な量

のせん断補強筋が配筋されているために、柱の水平耐力

は低下しても軸力保持能力は必ずしも失われていないと

推定され、補強筋が少なく柱のせん断破壊により率l壊あ

るいは大破と判定された建物の被害と比較すると、倒壊

限界に至るまでの余裕度という観点からみた被害程度は

低いと考えてよい。県立西宮高 c棟については、調査者
の総合的な判断によれば中破と判定されている。ただし、

これらの建物では残留変形が非常に大きいために補修に

よる再使用は著しく困難であり、修復限界を大幅に超え
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図 4構 造耐震指標値 (2次診断、桁行方向)と損傷割合の関係
Fig.4  Thc sccond screcning scisnlic pcrfornlancc indices a1ld danlagc indiccs
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たという観点で評価すれば、大破、倒壊と同様の被害で   (К=1.lo)では、純ラーメン構造であり、多くの柱の上
あるともいえる。 下端に主筋の座屈を伴う曲げ圧縮破壊が観察され、これ

西宮北高の本館 (、=o.87)と 北館 (ls=1.lo)で は、長  らの柱の被災度がⅣ以上と判定され、L値が高いにもか
柱の靭性指標が 3.2と評価され、結果として Is値は高く  かわらず、被災度は大破と判定された (調査者の総合判
なった。Is値 が高いにもかかわらず、被災度が大破と判  定では中破)。 被害階である2階の柱 23本の残留変形角
定されたのは、多くの柱の上下端に主筋の座屈を伴う曲  は、o.7～ 1.5%rad。 (15本が 1%rad.以上)であり、地震応
げ圧縮破壊が観察され、これらの柱の被災度がⅣ以上と  答解析の結果などから柱の最大応答部材角は 2～ 4%rad.
半」定されたからである。しかしながら、他の (柱がせん  程度と推定されている。
断破壊した)大破建物と比較すると、靭性能が良好だっ   2次 診断を行った建物について、累積強度指標 cTと形
たために軸力は保持して

お り、倒壊の危険は少な

く、高い Is値 に対応する   08
結果と解釈できる (調 査

者の総合的な判断では中   07
破と判定された)。 ただし、   o6
曲げ降伏とはいえ、破壊    05~ 
の様子は降伏強度を保持   o.し
ている状態ではないと :い
判断され、耐震診断によ   o3
る F=3.2程度の大きな靭    02
性能を保有するとは評価

しがたい。F=2程度に仮    01
定して、ls=o.7程 度と評価    0

0

■

口

０

△

０

倒壊・大破
中破(D〉 =30)
中破(D〈 30)

(調査者の判断を
含む被災度 )

口

０

△

０

倒壊。大破
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徽

(調査者の判断を

含む被災度 )

すれば、ls値 と実際の被     0  02  04  06  08  1  12  1.4  16
害 との関係は必ず しも例

外的な ものにはな らな い

と思われる。

西 宮 北 高 校 本 館 (Is      図 5保有強度 cT,sDと 構造耐震指標値 (2次診断、桁行方向)の関係

=0.87)|ま 、極脆
′
l■柱 (h。/D    Fig.5 Strength indices,thc second scrccning seismic PcrfOrmance indiccs and damagc lcvcls

ls値 (2次診 1断)

=1程度)4本のせん断破
壊、桁行方向の耐震壁及

び側柱のせん断破壊、長

柱 (hO/D=4～5程度)数    08~́  
本の柱脚の曲げ圧壊・主   07
筋座屈等の被害が生じた

建物である。この建物で   06
は極脆性部材を考慮 した   o5
1s値の評価が大きく変わ  f04
り、028となる。ただし、   こ
Is値が高いにもかかわら    03
ず被害が大きい以上の数   02
例の中では極脆性柱によ   01
り評価が変わるのはこの

建物のみである。hノD=1    0
01234

程度の短柱及び耐震壁に

被害が生 じたのは当然で
Fl育=Iq/r,S,、

図 6保有強度 cT・ sDと 見掛け上の靭性指標 (F=Is/(CT・ SD))の関係
あるが、長柱の曲げ圧縮

破壊による被災度によっ

ても損傷害1合 D値が大き
くなった。

一方 、西宮 北高 北館

Fig.6  Stlcngth indices,deformability indiccs and dam.nge lcvels

-181-



状指標 sDの積 cTosDと IS値の関係を区分判定による被災

度により分類して図 5に示す。また、cT・ sDと 見掛け上靱

性指標 F値に相当する指標 Is/(cT・ SD)と の関係を図 6に示

す。ここで累積強度指標 cTは、靱性指標 F=1における強

度指標 cを用いており、概ね最大強度に対応する強度指
標を用いることで被害との関係を検討した。cTo sDの 定義

は、而i震診断基準でも必ずじ、明快ではないが、EOが評

価さオ1た F値 に対応する強度レベルで評価して運用され
ている。しかし、この定義による cT'SDは以下の検討に

は有効ではないものと容易に想像されたので、ここでは

用いないことにした。なお、耐震診断基準の耐震判定で

は現行基準の必要保有水平耐力の下限値にあわせて cT・ sD

≧0.30を条件にして判定する場合が多い。

倒壊あるいは大破した建物はすべて cT・ sDが 0・5以下で

ある。また、cTosDが 045程度以下の建物の大部分で中
破以上の被害が生じている。逆に、cT・ sDが 0・5程度以上

あれば被害は大部分が小破以下に留まっており、今回の

地震では強度指標がある一定以上の建物では明らかに被

害が小さいという結果がよみとれる。

前述の ls値が o.8～ 1.2と 比較的高いにもかかわらず倒

壊・大破と判定された数例の建物は、いずれも cT・ sDが 04

程度以下と低いが、靱性指標 Fが大きい、いわゆる靱性
抵抗型の建物で、柱にかなり大きい塑性変形 (被害)が
生じることによって地震エネルギーを吸収したと考えら

れる。逆に、Is値 が o.5～ 0.6程度でも cT・ SDが高い強度

抵抗型の建物では、cT・ sDが低い建物よりむしろ被害が小

さい傾向がある。

以上により、 2次診断における Is値 と各建物の被災度

はある程度対応し、ls値が高くなるとともに被災度は小

さくなる傾向が認められる。耐震判定基本指標 Es=0.6程

度を上回れば被害は概ね小破程度以下に留まった。しか

し、Is値が 0.6以上でも比較的強度が低い建物では、柱に

塑性変形が生じ中破以上の被害が生じた場合があり、こ

れらの損傷を市1御するにはある程度の強度 (cT・ sD>045

程度)を確保することが必要であると考えられる。

5 まとめ
被害調査した鉄筋コンクリート造学校校舎建物の構造

耐震指標を算定して、建設年代や被災度との関係につい

て検討した結果、以下の点が明らかになった。

(1)桁行方向のIslが o.8以 上の建物はほとんどが軽微ま

たは無被害であった。また、o.4以 上の建物は中破以下の

被害に留まり、特に、o.5以 上であれば、被災度の大きな

中破 (D>30)に なることはなかった。今回の地震動の方

向性は一般に学校建築に有利に作用したことに注意する

必要があるが、 1次診断による構造耐震指標は、耐震判
定指標 (Es=0.8)を下回る場合にも、被害の上限を簡易に

推定する指標として有効であった。

(2)第 2次診断による桁行方向の構造耐震指標 (Is2)は、

1971年 以前の建物では大多数が 0.6以下、さらにこれらの

約半数が o.4以下である。1972年から1981年 までの建物で

は、半数以上で0.6以上になっているが、0.6以下あるいは

0.4以下にも分布している。1981年以降では全て 06以上

であった。

(3)桁 行方向のIs2が 04以下の建物の多くは倒壊または

大破した。 o4～ 0.6の建物では小破以下の事例は少なく、

大多数に中破以上の被害が生じており、倒壊・大破となる

場合もあった。また、ls2が 0.6以 上であれば、小破また

は小破に近い中破以下の被害となる事例が多かった。

(4)Is2が 0.6以上でもCT・ SDが 04程度以下の比較的強度

指標が低い建物では、柱に曲げ圧縮破壊等が生じて大破

あるいは中破以上の被害となった例があった。これらで

は靭性指標が大きいためにIs2は大きく、倒壊に至るには

まだ余裕があったと推定されるが、過大な残留変形が生

じた。いずれも西宮北部地区の 4階建の校舎であり、入

力地震動の性質 (応答倍率と方向性)がネ申戸地区に比較
してやや不利に作用した可能性がある。一般には今回の

地震動の性質は学校建築には被害が生じにくいものであ

ったことから、特に靭性抵抗型の建物の損傷を制御する

ためには、耐震判定基本指標 (Es=06)は必ずしも十分と

はいえない可能性がある。

(5)CT・ SDが 0・5程度以上の比較的強度指標の大きい建物

では、靭性指標が小さい建物も含めて、大部分が小破以

下であった。
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